
報告第23号

（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

131113 東京都 大田区
－

（-4.36）
－

（-6.21）
-3.7

－
（-92.6）

（単位：％）

うち臨時財政対策債
発行可能額

165,464,119 0 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

令和３年９月15日 提出者　　　大田区長　　松原　忠義

（注１）実質赤字比率及び連結実質赤字比率における　『－』は黒字を示す。
（注２）将来負担比率における『－』は、将来負担額よりも充当可能財源が多いことを示す。
（注３）実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率の括弧内の比率は、算出した比率を実数で表したものである。

令和２年度決算に基づく健全化判断比率の状況について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき、上記のとおり健全化判断比率を監査委員の意見書を付し
て報告する。

25.0 350.0
標準財政規模
（千円）

早期健全化基準 11.25 16.25



（写） 

 

３大監発第 10151 号 

令和３年８月 31 日 

             

大 田 区 長 

松 原 忠 義 様 

 

                    大田区監査委員 河 野 秀 夫 
                    大田区監査委員 鳥 海 伸 彦 

                    大田区監査委員 押 見 隆 太 
                    大田区監査委員 松 本 洋 之 
 

 

令和２年度大田区財政健全化に関する審査結果について 

 

 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基 

づき、令和２年度大田区財政健全化判断比率の算定とその算定の基礎 

となる事項を記載した書類を審査した結果、別添のとおり意見を提出 

します。 
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大田区財政健全化に関する審査意見書 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大田区監査委員 
 

 

 

 

 

 



第１ 審査の概要   

１ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項の規定

に基づき、区長から提出された令和２年度の実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費

比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類について審査した。 

 

２ 審査の期間 

  令和３年７月1日から同年８月20日まで 

 

３ 審査の方法 

令和２年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

が適正に作成されているか否かを主眼として、計数の確認、証拠書類等の照合及び説明聴取

等により審査を実施した。関係部局等からの説明聴取は、令和３年８月16日に実施した。 

 

第２ 審査の結果 

  審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も法令に適合し、かつ正確であり適正に作成されているものと認めた。 

（単位：％） 

健全化判断比率 令和２年度 
令和元年度

（参考） 

早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

実 質 赤 字 比 率  

<一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規

模に対する比率> 

― ―  11.25  20.00 

連結実質赤字比率  

<全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に

対する比率> 

― ― 16.25 30.00 

実質公債費比率  

<一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償

還金の標準財政規模に対する比率> 

△3.7 △4.0 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率  

<一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標

準財政規模を基本とした額に対する比率> 

― ― 350.0  

【備 考】 実質赤字額、連結実質赤字額又は将来負担比率がない場合は、総務省の記載要領により 

「－」で表示した。 

 

第３ 意 見 

  令和２年度決算における健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回っており、 

財政が健全であることを認めた。 

 



 

報告第 24 号 

民事訴訟の提起に係る専決処分の報告について 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第１項の規定に基づき、下記調

書のとおり民事訴訟の提起に係る専決処分をしたので、同条第２項の規定により

報告する。 

令和３年９月 15 日 

提出者 大田区長 松 原 忠 義 

記 

 建物明渡し等を求める訴えの提起に係る専決処分調書 

番 

号 

訴訟の目的の価額 
概   要 

専 決 処 分 日 

１ 

264 万 2,992 円 

(１) 被告  

債務者及び連帯保証人 

(２) 請求の原因 

大田区民住宅（北糀谷一丁目）の使用料及び

共益費を滞納したことにより、当該建物の使用

許可を取り消したが、占有し続けているため 

(３) 請求の要旨 

ア 建物の明渡し 

イ 滞納使用料及び滞納共益費並びに明渡し

の遅延に係る損害金の支払 

令和３年８月 10 日 



報告第 25 号 

 呑川合流改善貯留施設立坑設置に伴う用地整備工事請負契約の専決処分の

報告について 

 大田区議会の議決に付すべき契約、財産又は公の施設に関する条例（昭和 39

年条例第５号）第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

  令和３年９月 15 日 

提出者 大田区長 松 原 忠 義 

記 

１ 契約金額 

当 初 金 額  金２億 7,390 万円 

  今回変更後金額  金２億 8,444 万 9,000 円 

２ 工  期 

  当 初 工 期  令和４年２月 28 日 

  今回変更後工期  令和３年 10 月 29 日 

３ 専決処分日 

令和３年７月 30 日 

（説明） 

令和２年第２回区議会定例会において議決された、呑川合流改善貯留施設立坑

設置に伴う用地整備工事請負契約について、公園舗装工の舗装範囲を変更したこ

と及び既設屋外プールの撤去期間を短縮したことなどのため、一部変更した。 

 

 


